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今後の介護保険を取り巻く状況と
2021年度介護報酬改定【居宅療養管理指導費(薬局)】
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今後の介護保険をとりまく状況

（引用）2020年3月16日介護給付費分科会「資料1介護分野をめぐる状況について」

●75歳以上の3割以上、85歳以上の6割以上が要介護認定を受けている
●1人当たり介護給付費は85歳以上で急増
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今後の介護保険をとりまく状況

2025年問題と2040年問題

（引用）2020年3月16日介護給付費分科会「資料1介護分野をめぐる状況について」

団塊の世代が75歳以上となり
介護サービスのニーズが急増する

団塊ジュニアと呼ばれる世代が
65歳以上となり、現役世代の
人口（働き手）が急減する

2025年問題は
給付費(お金)の問題

2040年問題は
サービス供給量(労働力)

の問題

2025年以降は
「高齢者の急増」から
「現役世代の急減」に
局面が変化

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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介護報酬改定の5つの柱

2021年度介護報酬改定率と5つの柱

改定率：＋0.70%
（うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価 ＋0.05%）

1.感染症や災害への対応力強化

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築

2.地域包括ケアシステムの推進

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要なサービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

3.自立支援・重症化防止の取り組みの推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

4.介護人材の確保・介護現場の革新

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応

5. 制度の安定性・持続可能性の確保

■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

（参照）令和3年3月15日「令和3年度介護報酬改定の主な事項について」

前回改定率＋0.54%

新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の
全てが75歳以上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重
度化防止の取組の推進」、「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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キーワード

「社会的処方」
（2020年7月17日閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針2020」より）

かかりつけ医等が患者の社会生活面の課題にも目を向け、

地域社会における様々な支援へとつなげる取組

「人と人のつながりの処方」

「暮らしの処方」

と表現している方もいる

医療機関

かかりつけ医

患者

相談

生活における課題の把握

地域

コミュニティ

リンクワーカー

患者を紹介

地域と患者をつなげる

●ソーシャルワーカー（生活相談員・支援相談員）は施設
を利用する高齢者や家族に対し相談支援業務を行う人
●ケアマネージャー（介護支援専門員）は介護サービスと利
用者をつなぐ人
●リンクワーカーは地域と利用者をつなぐ人

認知症領域ではリンクワーカー

制度を設立している地域もある

薬剤師等の医療関係職種には、医師が社会的処方
を行うに当たって必要とされる利用者の情報把握・
報告が求められる

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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(引用) 2020年10月22日介護給付費分科会資料「【資料４】居宅療養管理指導」
本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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医療と介護の連携の推進（2018年度改定での対応）

2018年度改定では、サービス提供責任者がサービス関係者に、服薬状況等について把握した情報を共有することを明確化し、

ケアマネージャーに対しては、把握した情報を医療職種へ提供することを義務化。

(引用) 2020年10月22日介護給付費分科会資料「【資料４】居宅療養管理指導」

2021年度改定で、薬剤師からケアマネージャー等への情報

提供が明確化され、双方向による情報共有が明確化される

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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その他薬局に関わる改定内容①

第九十条（運営規程）
指定居宅療養管理指導事業者は、「運営規程」を定めておかなければならない。
一 事業の目的及び運営の方針
二 従業者の職種、員数及び職務の内容
三 営業日及び営業時間
四 指定居宅療養管理指導の種類及び利用料その他の費用の額
五 通常の事業の実施地域
六 虐待の防止のための措置に関する事項
六七 その他運営に関する重要事項

●虐待防止措置
赤字：2021年度改定による変更点

第三条(指定居宅サービスの事業の一般原則)
指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努め
なければならない。
２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市

町村(特別区を含む。以下同じ。)、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提
供する者との連携に努めなければならない。

３ 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、
その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。

４ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを提供するに当たっては、法第百十八条の二第一項に規定す
る介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。

※3年間の経過措置（2024年3月31日までは努力義務）

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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◎業務継続計画（BCP）の策定＋定期的な見直し
◎BCPの周知
◎定期的な研修及び訓練

その他薬局に関わる改定内容②

●業務継続計画（BCP）の策定

第三十条の二(業務継続計画の策定等)
指定訪問介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施す
るための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継
続計画に従い必要な措置を講じなければならない。
２ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施しなければならない。
３ 指定訪問介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

※3年間の経過措置（2024年3月31日までは努力義務）

赤枠：2021年度改定による変更点

日本薬剤師会サイトに「新型インフルエンザ等発生時における業務継続計画（案）」あり

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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◎感染症対策委員会の開催（概ね年に2回）
◎指針の整備
◎定期的な研修及び訓練

第三十一条(衛生管理等)
指定訪問介護事業者は、訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。
２ 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。
３ 指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所において感染（新設）症が発生し、又はまん延しないように、
次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
一 当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をおお
むね六月に一回以上開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。

二 当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
三 当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練を定期的に実施すること。

その他薬局に関わる改定内容③

●感染症対策

※3年間の経過措置（2024年3月31日までは努力義務）

赤字：2021年度改定による変更点

日本薬剤師会サイトに「新型コロナウイルス感染症対策 薬局向けガイドライン」あり

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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その他薬局に関わる改定内容④
●文書の取扱い（電磁的記録）

2021年3月19日通知「介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める
基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（一部改編）

⑺ 文書の取扱いについて
① 電磁的記録について
事業者等は、書面の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により行うことができる。（略）

② 電磁的方法について
事業者等は、交付、説明、同意、承諾、締結等について、事前に利用者又はその家族等の承諾を得た上で、次に掲げる電
磁的方法によることができる。（略）
ロ 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等が考えられること。
ハ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面における署名又は記名・
押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこと。

「押印についてのQ&A(2020年6月19日内閣
府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。

「医療・介護関係事業者における個人情報の適
切な取扱いのためのガイダンス」、
「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ
イン」等を遵守すること。

○署名・押印の見直し、電磁的記録による保存等
・利用者等への説明・同意について、電磁的な対応を原則認める。
署名・押印を求めないことが可能であることや代替手段を明示する。
・諸記録の保存・交付等について、電磁的な対応を原則認める。

○運営規程の掲示の柔軟化
・運営規程等の重要事項の掲示について、事業所の掲示だけでなく、
閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等を可能とする。

本資料は、2021年3月26日迄の情報に基づき、日医工（株）MPSグループが編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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